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中国の中規模都市における住民の住宅購入動機と利用状況
―遼寧省朝陽市中心部を事例として―

Motivation for Purchasing Homes and Actual Usage in Medium-Sized Cities in China: 
Case study of Chaoyang City in Liaoning Province

阿　部　康　久・張　　寧
ABE Yasuhisa, ZHANG Ning

Abstract
In this study, we examined the home purchase motives and the actual usage of the residents in 

the case of Chaoyang, one of China’s medium-sized cities, and clarified the situation in terms of 

demand in the cities. As a research method, in addition to the collection and analysis of statistical data, 

we conducted interviews with 57 people who had purchased new homes. When considering the home 

purchase motives of the surveyed people, there are many contributing factors, such as relocation and 

children’s independence. In conclusion, purchasing home to improve the quality of life and conve-

nience was a major influence. On the other hand, in medium-sized cities such as Chaoyang city, there 

is a possibility that many young people may have migrated. As a result, there is also the possibility 

that the homes purchased for children after independence will not actually be occupied by them. 

Moreover, many bought-to-let homes, as both an investment and to make a profit from renting out, but 

in Chaoyang City, the price of used homes is not always high. As a result, it may be difficult for people 

who bought homes to resell it at the desired price. Because of the circumstances described above, 

there is a concern that further expansion of apartment development and supply will break the balance 

between supply and demand.

論 文 要 旨

本研究では、中国の中規模都市の１つである朝陽市を事例として、住民の住宅購入動機と利
用状況を検討することで、当該都市の住宅開発の需要面での実状を明らかにした。研究方法と
して統計データの収集・分析に加えて、現地で新たに住宅を購入した57人の調査対象者へのイ
ンタビュー調査を行った。調査対象者の住宅購入動機を実需と投資という２つの側面から検討
すると、実需に基づいた購入動機として、住み替えや子どもの独立後の住宅として、複数の住
宅を所有している例が多くみられ、生活の質や利便性の向上を図るために住宅を購入したとい
う側面が強い。その一方で、同市のような中規模都市では、若年層の人口流出が起こっている
可能性もあるため、子どもの独立後のために購入した住宅は、実際には子ども世帯による居住
がなされない可能性もある。その一方で、投資目的で住宅を購入した人では、運用益を得るた
めに住宅を賃貸に出している人も多くみられたが、朝陽市においては、中古住宅の流通価格は
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Ⅰ　はじめに

中国の改革開放政策は1978年12月に開催された中国共産党第11期三中全会で路線が決定
されたものである。中国はここから経済改革と対外開放によって近代化を進めることとなっ
た。1990年代半ばに始まる高度経済成長もこの政策の延長線上に位置する。しかしながら、
20年にわたる高度経済成長は中国社会を大きく変えることになり、その中で改革開放の次
の時代の中国社会を説明できる画期となった社会的変化や政策・制度の変更として何があ
るかという点にも関心が持たれている（小島2018）。改革開放以降の中国を時代区分すると
すれば、一般的には1992年に行われた鄧小平による南巡講話や2001年の WTO（世界貿易機
関）への加盟は画期となった大きな出来事だったと考えられるだろう。

これらに加えて、1998年にその方針がほぼ定められた住宅制度の改革も、中国の経済成
長と中国社会のあり方に大きな影響を与えた政策変更の１つであったとみられる。この住
宅制度改革とは、一言でいえば「住宅の商品化」政策であった。それまでの中国では人々
が居住する住宅は職場を通じて供給されることが一般的であった。しかしながら、計画経
済から市場経済への移行を進める中で、企業が従業員の住宅費をはじめとする福利厚生費
や社会保障費を過度に負担することの非効率性も課題となっていた。そのため1978年の改
革開放政策の開始以来、このような住宅制度の改革が段階的に進められていたが、1998年
には、住宅支給制度を廃止する方針が定められ、都市住民は自身で購入資金を手配して住
宅を購入するようになった（中国財経1999，楊2012）。

このような住宅制度の政策変更は、後述するような住宅価格の高騰という弊害をもたら
したが（鄧2016）、その一方で、旺盛な住宅需要が生まれたことで景気の下支え効果があっ
たという点も否定できず 1）、2008年の北京オリンピック閉幕やリーマンショック、さらに
はそれに続く欧州通貨危機といった経済危機を乗り切ることができた一因になっていた可
能性もある（趙2014，易2018）。

住宅制度の改革以降、各地で大規模な住宅開発がなされるようになり、住宅価格の高騰
も顕著になった。とりわけ、北京や上海といった国家的レベルの大都市では戸籍の取得や
子どもの学校への入学をはじめとして、地域での住民サービスを受ける際に自己所有の住
宅に居住することが要求される場合も多い。孫（2010）によると中国では多くの証明書類

必ずしも所有者が期待するほどの水準ではないため、購入者が新しい購入した後も古い住宅が
放置され続けている側面もあると考えられる。結果的に値上がり益を期待して住宅を購入した
人では、希望する価格で住宅を売却することが難しい可能性もある。以上のような状況がある
ため、これ以上住宅の開発と供給量を急速に拡大することは需給バランスを崩してしまうこと
も懸念される。

1） 趙（2014）や易（2018）によると、2009年以降、金融機関による住宅ローンの貸出高や住宅ローンの対象となっ
た用地の面積等が急激に増加している。例えば2012年末の住宅ローンの貸出総額は、主要84都市だけで5.95兆人
民元にも達し、前年から23.2% 増加したという。
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の取得や各種手続きは戸籍所在地の政府や機関で行わなければならないため、戸籍を取得
するために自身や家族が所有する住宅に居住する必要がある。加えて、元々当該地域出身
者で戸籍を保有している人であっても、子どもの公立学校への入学等の住民サービスを受
ける際に、賃貸住宅に居住している場合は制限を受ける場合もある。

特に教育機関へのアクセスの必要性が住宅購入に影響を与える点は指摘されている（邹・
郝・董2011）。中国では多くの地域で義務教育での校区指定が実施されている。これは元々、
人々に公平に教育を受けさせるために出された政策であるが、実際には、収入の差によっ
て教育の不公平をもたらす結果になっている。なぜなら、収入が高い人は質の高い学校の
近くに住宅を購入できるが、貧困層はそのような選択をすることができない。蘇州市の住
民2,780人を対象にアンケート調査を行った邹・郝・董（2011）によると、73％の人が質の
高い学校の校区内に位置する住宅である「学区房」を購入したいと考えているという。そ
の理由として、自分の子供に良質な教育を受けさせたいというもののほか、「学区房」自体
に資産価値があるからとしている。

このような事情もあり、中国の都市部では、前述した住宅の商品化政策の実施以降、住
宅購入ブームが起こり住宅価格の高騰が顕著になっている。また、このような住宅購入ブー
ムには、多分に投機的性格が存在していることが、中国でも大きな課題になっている。と
りわけ、中国沿海部における不動産への投資は、不動産価格の高騰をもたらしていること
は多くの文献で指摘されている。

例えば周（2009）は2000年から2007年までの全国の不動産データに基づいた分析を行い、
2004年以降に投機的需要の拡大と供給不足といった原因で不動産価格が急速に上昇してお
り、一部の地域では、バブルが存在している可能性があるとしている。張ほか（2011）も
消費需要と投資需要という２つの需要が不動産価格に与える影響を定性的に分析し、投資
需要の存在が不動産価格の上昇をもたらした点を論証している。

このような住宅価格の顕著な高騰を抑制するために、中国政府は2010年４月から北京を
はじめとするいくつかの大都市にて人々の住宅購入を制限する「限購令」を出した。この
政策は住宅の値上がりが激しい都市で実施されたが（中国新聞網2011）、これらの都市にお
いても、住宅価格は2010年以降も上昇を続けており、例えば北京市における住宅の平均価
格は2010年３月に１㎡あたり約2.1万元だったものが、同年12月には約2.5万元（2015年９月
時点で１元＝約18.9円）に、2015年12月には約3.9万元に、2018年12月には約6.0万元にまで
上昇している（住宅情報サイト『安居客』による）。

さらには、このような住宅価格の上昇のほか、過剰な住宅開発が大都市だけでなく中小
規模都市を含めて全国で行われている可能性がある。結果として、一部の中小規模都市で
は入居率が低い「鬼城」（ゴーストタウン）と呼ばれる住宅地の存在も紹介されてきた（橘
2018）。例えば殷と劉（2013）は、中部地域の河南省鶴壁市の都市開発の事例を報告してい
るが、その中で実際には都市的空間を有効に利用できていない状況も指摘している。鶴壁
市では新市街地開発事業によって、1992から2009年の間に開発地域の面積が15km²から



― 4 ―

東アジア研究

49km²へと、230％も拡大した。その一方で、同市の区部の非農業人口は22万から38万へと
72％しか増加していない。結果的に人口の増加は都市的空間の拡大ほどは顕著でなく、同
市のような状況にある地方の都市では、新規に建設された住宅等の建築物に空室が目立つ

「鬼城化」現象も起こっている可能性がある。
前述したように、国家的レベルの大都市の場合、住民は戸籍の取得や子どもの学校への

入学といった地域での住民サービスを受けるために住宅の取得が必要になっており（孫
2010，邹・郝・董2011）、住宅購入需要が高まることには、一定の社会的な背景もあること
が指摘できる。しかしながら、住宅購入ブームは、このような戸籍や住民サービスを受け
る権利を取得するための要件として住宅の保有が必要とされていない省都レベルの都市や
地方レベルの中小規模都市においても顕著になっている。

そのため本稿では、中国における住宅購入動機に関する多くの研究例において、検討の
対象として想定されている大都市以外の事例として、地方の中小規模都市における住民の
住宅購入動機を検討することで、都市における住宅開発の妥当性や課題について論じるこ
とも必要だと考えた。とりわけ、殷と劉（2013）や橘（2018）では、「鬼城化」現象が顕著
にみられる都市の現状を紹介しているが、このような「鬼城化」が顕著にはみられない一
般的な都市においても、住宅購入者の動機を検討することで、将来的には供給された住宅
が過剰になる可能性を検討したいと考える。

以上の点について議論を行うための手がかりとして、日本の都市地理学における住宅研
究、とりわけ集合住宅（マンション）についての研究の中で、本稿での関心に即して、そ
の購入動機について説明したいくつかの研究を紹介したい。久保（2015）では、集合住宅
の購入地域や購入する集合住宅の形態の決定要因としてライフステージの進行をはじめと
する住宅へのニーズの変化が住宅購入及び転居の要因になっている点がまとめられている。
ただし、日本では賃貸住宅市場が発達しており、高齢者等の賃貸住宅への入居が敬遠され
がちな状況にある人を除けば居住地を選定する際には住宅を購入することが必須の条件に
はならないとみられる。そのため住宅「購入」の動機としては「ステイタスの高い住宅へ
の憧れ」や「住宅の資産価値の高さ」（久保2015）や、資産価値の「下がりにくさ」や将来
への不安の「最小化」（小泉ほか2011）が挙げられており、経済的動機のほか心理的な動機
も存在しているとみられる。

中国における人々の住宅購入動機には、大きく分けると居住目的か投資目的かという２
つの目的が存在するとみられるが、以上のような日本の住宅購入者を対象とした論考から
は、居住用に住宅を購入する場合にも、経済的動機と心理的動機という２つの側面が存在
しており、居住用か投資用かという二分法では説明しきれない購入動機も存在している可
能性がある。そのため、このような住宅購入動機の多様性を購入後の利用状況を踏まえて
検討していく必要があると考えている。

そこで本稿では、上述した地方の中小規模都市の１つである遼寧省朝暘市を事例として、
住宅の購入動機を自己や家族が実際に居住するための購入である実需と住宅価格の値上が
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り益や運用益の獲得を目的とした投資という二つの側面から検討すると同時に、住宅購入
後の利用状況も含めて分析することで当該都市の住宅開発の需要面での実状を明らかにし
ていきたいと考えている。

Ⅱ　調査地域の概要と調査方法

１．朝暘市の都市規模の位置づけと住宅開発の概要
中国の公的な都市分類基準は行政区分別と都市規模別の２つの種類がある。中国統計年

鑑2015によると、中国には672の都市がある。これらの都市を行政上の地位で分けると、直
轄市４、副省級市15、地級市288、県級市361となっている。これに対して中国国務院が2014
年10月に示した「都市の規模による区分基準」に基づくと、中国の都市は「城区」（①市轄
区 2）、②市轄区を設定しない県級市等、③市政府所在地と連接している居民委員会の管轄
地域等）の常住人口数に応じて５タイプ７種類に分けられる。これらの都市の規模による
区分標準は具体的には以下のようになっている。

（１）小都市：常住人口50万人未満
  Ⅰ型小都市：20万人～50万人未満
  Ⅱ型小都市：20万人未満

（２）中規模都市：50万人～100万人未満
（３）大都市：100万人～500万人未満

  Ⅰ型大都市：300万人～500万人未満
  Ⅱ型大都市：100万人～300万人未満

（４）特大都市：500万人～1,000万人未満
（５）超大都市：1,000万人以上

 これらの中国の都市の住宅価格の動向を地域的に概観すると、賃金水準が高い沿海部の
都市では住宅価格が高い傾向がみられる。加えて、深圳や北京、上海といった「超大都市」
では、被雇用者の平均年収に対する倍率をみても非常に高い水準になっており、上記の３
都市では40倍を超えている。これに対して、東北地方以外の沿海部にある省都や直轄市で
は15.1～26.8倍、中西部地域にある直轄市・省都では7.3～18.1倍、調査地である朝陽市があ
る東北３省の省都であるハルビン、長春、瀋陽の３市では10.0～12.2倍となっており、沿海
部にある大都市ほど、住宅価格の年収に対する倍率は高い傾向がみられる（表１）。

2） 複数の区を有する市の場合はそれらの人口の合計値になる。
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表１　中国の都市における賃金水準と住宅価格

都 市 名
被 雇 用 者 の 
平均年収（元）
（2015年末）

100㎡当たりの
平均住宅価格
（2016年７月）

住宅価格と 
年収の比率 都 市 名

被 雇 用 者 の 
平均年収（元）
（2015年末）

100㎡当たりの
平均住宅価格
（2016年７月）

住宅価格と 
年収の比率

北　　京 113,073 4,761,900 42.1倍 長　　沙 71,452 667,600 9.3倍
上　　海 101,476 4,305,200 42.4倍 南　　寧 70,253 717,500 10.2倍
広　　州 81,172 2,144,300 26.4倍 海　　口 57,455 765,500 13.3倍
深　　圳 81,034 5,084,200 62.7倍 銀　　川 64,609 505,300 7.8倍
天　　津 84,187 1,888,700 22.4倍 蘭　　州 63,313 884,200 14.0倍
石 家 庄 58,876 960,100 16.3倍 重　　慶 63,135 700,800 11.1倍
済　　南 73,984 1,118,200 15.1倍 貴　　陽 64,502 623,400 9.7倍
南　　京 81,075 2,169,500 26.8倍 西　　寧 56,777 583,800 10.3倍
杭　　州 78,868 1,938,600 24.6倍 成　　都 69,636 820,500 11.8倍
福　　州 63,195 1,613,600 25.5倍 昆　　明 65,118 828,400 12.7倍
フフホト 54,200 640,300 11.8倍 ウルムチ 67,655 660,100 9.8倍
太　　原 61,577 816,700 13.3倍 ラ　　サ 105,293 765,900 7.3倍
鄭　　州 57,509 1,040,100 18.1倍 瀋　　陽 63,114 716,500 11.4倍
合　　肥 69,187 1,247,600 18.0倍 ハルビン 61,305 746,500 12.2倍
南　　昌 60,094 906,400 15.1倍 長　　春 64,751 647,100 10.0倍
西　　安 65,313 695,400 10.6倍 朝　　陽 46,698 389,300 8.3倍
武　　漢 70,806 1,199,100 16.9倍

注） 賃金データは区部の数値を用いた。国家的大都市である北京、上海、深圳、広州に加えて、省都・直轄市と朝
暘のデータを示した。

資料：『中国城市統計年鑑』及び中国房地産業協会『中国房価行情』により作成。

本稿の調査対象地域である朝陽市は中国東北地方遼寧省の西部に位置し、340.9万（2015
年）の常住人口を持つ都市である（図１、表２）。同市は他の多くの中国の都市と同様に農
村地域を含む広い面積を有しており、２市轄区（龍城区、双塔区）、２県級市（北票市、凌
源市）、２県（朝陽県、建平県）、１自治県（カラチン左翼モンゴル族自治県）から成り立っ
ている。中心市である区部（双塔区・龍城区）の人口は約61.1万人（2015年時点）である。

同市は、上述した中国政府による都市分類基準によると、区部の常住人口の規模により
中規模都市に分類される。経済的な側面をみると、同市は産業基盤を国有企業に依存しが
ちであった遼寧省に属しているものの、元々、鉱業や重化学工業に属する国有企業はそれ
ほど多くは立地していなかった。そのため、1990年代以降に実施された国有企業の人員削
減による影響も比較的小さく、国有企業への依存度が高かった省内の他の中小規模都市と
は異なり、近年では区部ではある程度の人口増加もみられている（表２）。その一方で、在
職労働者の平均収入をみると、朝陽市は43,950元であり、省内で最も高い大連市の69,390元
や省都である瀋陽市61,827元（いずれも2015年の全市の平均賃金）に比べるとかなり低く、
省内の14市の中でも９位とそれほど高いとはいえない状況である（国家統計局城市社会経
済調査司2016）。また上述した表１によると、年収に対する住宅価格の倍率は8.3倍となっ
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ており、東北地方や中西部の省都に比べるとやや低い場合が多く、これらの地域にある他
の中小規模都市の多くと同程度の水準である 3）。

朝暘市の市街地をみると、地形的・歴史的要因により南北に広がっており、南北10km、
東西５km 程度である。また他の中国の都市と同様に中心部に高層住宅が多くみられ、日
本の都市に比べると職住近接の傾向が強いと考えられる 4）。また中国の都市部では住宅の
多くは集合住宅であるが、朝暘市においても同様であり一戸建て住宅は少ない。

図１　調査対象地域

表２　朝暘市の人口と区部人口等の推移
年 人口（万人） 区部人口（万人） 都市建設用地面積（㎢）

2007 340.1 49.7 45
2008 340.2 58.6 49
2009 340.9 59.2 53
2010 342.6 59.8 55
2011 339.2 57.6 51
2012 341.0 60.7 52
2013 340.6 60.8 53
2014 340.6 61.2 53
2015 340.9 61.1 57

資料：各年版の『中国都市統計年鑑』より作成。
注） 都市建設用地には、居住用地、公共施設用地、工業用地、倉庫・保管用地、

対外交通用地、道路広場用地、市政公用施設用地、緑地とその他の特殊用地
が含まれる。

3） 『中国城市統計年鑑』及び中国房地産業協会『中国房価行情』による。
4） 同市では市街地の範囲が国内外の大都市に比べると狭いため、調査対象者が購入した住宅の都市内での地理的特

性については検討することができなかった。
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図２は同市の平均住宅価格の推移を示している。朝暘市では2010年４月から北京等の大
都市で住宅の購入制限が実施された後、他の都市でも同様な政策が実施されるという思惑
から駆け込み需要が生じたとされている。その結果として、2009年９月には１㎡あたり
2,376元だった住宅価格が、わずか２年後の2011年９月には4,272元にまで急騰し、その後は
やや下落する傾向にある。地区別にみると、区部の中でも中心市街地を有する双塔区の住
宅価格は比較高く2016年４月時点で4,122元となっている。それに対して、隣接する龍城区
は、市街地と農村部の遷移地域やいまだ都市化が進んでいない農村地域を多く抱えている
ため、平均価格が3,210元と全市平均の3,923元に比べても低くなっている。

2015年３月に行った市政府都市計画局担当者へのインタビュー調査でも、２つの区の中
でも商業や行政機関が集中し、住宅開発も顕著に行われているのは双塔区であり、龍城区
では農村部からの移住者向けを中心に比較的低価格な住宅の供給が多いとされている。た
だし、双塔区の北部に位置する「新城」と呼ばれる地区では2010年代初頭頃に住宅開発が
行われたものの、空室率が非常に高くなっているという。この地区が開発された当時は、
市政府庁舎の移転計画があり、実際に庁舎の建設もなされていたが、2013年３月に出され
た中央政府の方針により移転が中止され（人民網2013）、庁舎周辺の住宅開発も停滞してし
まった。元々、同地区は都心からやや離れている上にインフラ整備も遅れていたこともあ
り、現在は建設が中断したものや入居者が非常に少ない高層住宅が多く存在する地区になっ
ている。

２．調査方法
本調査では、2015年３月～９月にかけて朝暘市の区部にて、元々保有していた住宅に加

えて、新たに住宅を購入した住民に対して、元々の住宅購入動機や購入した住宅の用途（居

図２　朝暘市の住宅価格（全市の平均額）
 資料：中国房地産業協会『中国房价行情』より作成。
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住用か投資用か）、部屋の使用状況（空室があるか）といった項目について 5）、半構造化イ
ンタビューを行った。調査対象者である住宅購入者の選定基準としては、住宅を２軒以上
保有し、そのうち１軒以上を自身で購入している人 6）を、調査対象者として選定した。調
査対象者はすべて、2000年代以前から朝暘市に居住しており、元々、職場等から支給され
たり、親世帯から受け継いだりした住宅を保有していたとみられるため、近年、新たに住
宅を購入した人に調査対象者を絞りたいと考えたためである。

調査対象者の選定方法としては、統計学的に適切な手法でサンプリングを行うことが難
しかったため、知人等を通じて調査対象者としての基準を満たす人を紹介してもらうとい
う方法を採らざるを得なかった。結果的に57人の調査対象者から回答を得ることができた。

ちなみに、調査対象者の選定段階で２軒以上の住宅を保有している人はインタビューを
打診した人の約８割程度にも上っていた。このように調査対象地域においては、２軒以上
の住宅を保有する人の比率は非常に高く、この点に関しては調査対象者には、ある程度の
代表性があると考えられる。

調査対象者の性別による内訳をみると男性が23人（40.4％）と女性が34人（59.6％）であ
り、女性の割合が高くなってしまった。世代別にみると20代が３人（5.3％）、30代が19人

（33.3％）、40代が28人（49.1％）、50代が７人（12.3％）である。調査対象の職業は、看護
師が16人（28.1％）、会社員が13人（22.8％、うち４人は臨時雇用）、自営業者が８人

（14.0％）、教師が４人（7.0％）、一般公務員が２人（3.5％）、医師が２人（3.5％）、警察官
が２人（3.5％）と一般的な収入レベルにある人が中心となっており、高所得者層に属する
とみられる会社経営者は１人のみであった。

Ⅲ　朝陽市における住宅の購入動機

１．実需に基づいた住宅購入
調査対象者57人は自身が主に居住している住宅以外に78軒の住宅を保有している（表３）。

調査対象者が２軒目以降の住宅を購入した理由は、①居住目的等の実需に基づいた購入動
機と②投資目的の購入動機の２つに大別することができる。②の投資目的の購入は、さら
に１）賃貸収入による運用益を追求するもの、と２）住宅価格の値上がり益（キャピタル
ゲイン）を追求するもの、に分類できる。もっとも、①の実需に基づいて購入する場合で
あっても、実際には②の２）の値上がり益による利益も期待して購入するという側面もあ
り、両者を明確に区別するのは難しい場合もある。そのため本稿では住宅購入の目的が、

5） 住宅の購入動機は購入時期の違いによって異なっている可能性があるが、本調査では住宅の購入時期については
質問項目に含めることができなかった。

6） ID7のように都市開発の際の立ち退きの補償として元々保有していた住宅の代わりに２軒の住宅を取得できたと
いう人もみられた。ただし、同氏の場合も、これ以外に自身で新たに購入した住宅を２軒保有しており、調査対
象者の選定基準には合致している。
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①実需に基づいたものであるか、あるいは②投資用であるかは、調査対象者自身の回答に
基づいて区別することにし、本人や家族が使用するために購入した住宅は実需に基づいた
購入に分類することにした。①の中で最も多い購入理由として、子どもが将来、独立後に
居住するために新たな住宅を購入したというもので調査対象者のうち26人（45.6％）が、こ
のような理由により少なくとも１軒の住宅を購入している（表４）。

表３　調査対象者の概要

ID 性別 年齢 職業 保　有 
住宅数

居住していない 
住宅の現状 購入目的 新築・中古

の別
今後の住宅
価格の予想

新たな住宅
の購入予定

１ 女 20代 自営業 ２ 放置 子ども用 新 下 有
２ 女 20代 看護師 ２ 賃貸 投資 新 下 無
３ 女 20代 看護師 ４ 賃貸３ 投資、住替え 新 下 無
４ 男 30代 不明 ２ 賃貸 投資 古 下 無
５ 女 30代 看護師 ２ 賃貸 投資 新 下 無
６ 男 30代 会社員 ２ 放置 投資 新 下 無
７ 男 30代 警察官 ５ 放置４ 投資、子ども用 新 上 有
８ 女 30代 看護師 ３ 賃貸２ 投資、住替え 新 下 無
９ 女 30代 不明 ２ 放置 子ども用 新 上 有
10 女 30代 会社員（臨時雇） ２ 自身で使用 子ども用 新 下 無
11 女 30代 会社員（臨時雇） ２ 自身で使用 子ども用 新 下 無
12 女 30代 会社員 ２ 放置 住替え 新 下 無
13 男 30代 会社員 ２ 放置 子ども用 新 上 無
14 女 30代 会社員 ２ 賃貸 投資 新 下 無
15 男 30代 不明 ２ 賃貸 子ども用 古 下 無
16 女 30代 看護師 ２ 放置 住替え 新 下 無
17 女 30代 教師 ２ 賃貸 子ども用 新 下 無
18 女 30代 看護師 ２ 賃貸 投資 古 上 有
19 男 30代 会社員 ２ 放置 投資 新 下 有
20 女 30代 会社員（臨時雇） ２ 放置 子ども用 新 下 有
21 女 30代 一般公務員 ２ 放置 住替え 新 下 無
22 女 30代 看護師 ２ 賃貸 投資 古 下 無
23 女 40代 教師 ３ 放置２ 投資、子ども用 新 上 無
24 女 40代 看護師 ３ 賃貸１、放置１ 投資、子ども用 新 上 有
25 男 40代 建築師 ２ 放置 住替え 新 下 有
26 男 40代 会社経営 ３ 賃貸１、放置１ 子ども用 新 下 有
27 女 40代 看護師 ３ 放置２ 投資、子ども用 新 下 無
28 男 40代 銀行員 ２ 放置 子ども用 新 同 無
29 女 40代 エンジニア ２ 放置 住替え 新 下 無
30 女 40代 教師 ２ 放置 住替え 新 上 無
31 男 40代 会社員 ３ 賃貸１、放置１ 投資 新 下 無
32 男 40代 不明 ３ 賃貸１、放置１ 投資、子ども用 新 上 無
33 女 40代 自営業 ２ 賃貸 子ども用 新 下 無
34 女 40代 看護師 ２ 放置 住替え 新 下 無
35 女 40代 看護師 ２ 放置 住替え 新 下 無
36 女 40代 会社員 ２ 放置 子ども用 新 下 無
37 女 40代 看護師 ２ 賃貸 投資 新 上 無
38 女 40代 看護師 ２ 賃貸 投資 古 下 無
39 女 40代 看護師 ２ 放置 子ども用 新 下 無
40 男 40代 不明 ３ 賃貸２ 投資、子ども用 新 上 無
41 男 40代 医師 ２ 自身で使用 子ども用 新 下 無
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ID 性別 年齢 職業 保　有 
住宅数

居住していない 
住宅の現状 購入目的 新築・中古

の別
今後の住宅
価格の予想

新たな住宅
の購入予定

42 男 40代 自営業 ２ 賃貸 投資 新 下 無
43 女 40代 一般公務員 ２ 放置 住替え 新 下 無
44 男 40代 自営業 ２ 賃貸 投資、子ども用 古 下 無
45 男 40代 会社員 ４ 放置３ 投資、子ども用 新 下 有
46 男 40代 会社員（臨時雇） ２ 放置 住替え 新 同 無
47 女 40代 不明 ４ 賃貸１、放置２ 投資、子ども用 新 上 有
48 女 40代 自営業 ２ 自身で使用 セカンドハウス 新 上 有
49 女 40代 看護師 ２ 放置 住替え 新 下 無
50 男 50代 会社員 ２ 賃貸 投資 新 下 有
51 男 50代 自営業 ３ 賃貸１、放置１ 投資、子ども用 新 上 有
52 男 50代 警察官 ４ 賃貸３ 投資、子ども用、住替え 新 下 有
53 女 50代 看護師 ３ 放置１、未回答１ 子ども用、住替え 新 下 無
54 女 50代 教師 ２ 放置 住替え 新 下 有
55 男 50代 自営業 ２ 賃貸 投資 新 下 有
56 男 50代 自営業 ２ 賃貸 投資、住替え 新 上 有
57 男 50代 医師 ２ 放置 住替え 新 上 有

注）ID の番号は年代が若い順に割り振った。
資料：インタビュー調査による。

表４　２軒目以降の住宅の購入理由
住替え 子ども用 投資用 セカンドハウス 合計

20代 1（ 1.4%） 1（ 1.4%） 2（ 2.7%） 0 4（ 5.5%）
30代 4（ 5.5%） 8（11.0%） 9（12.3%） 0 21（28.8%）
40代 8（11.0%） 14（19.2%） 12（16.4%） 1（1.4%） 35（47.9%）
50代 5（ 6.8%） 3（ 4.1%） 5（ 6.8%） 0 13（17.8%）
合計 18（24.7%） 26（35.6%） 28（38.4%） 1（1.4%） 73（100%）

注：複数の理由を回答した場合、両方の数値に含めている。
資料：インタビュー調査による。

現在の中国では、特に男性は住宅を保有していないと結婚相手をみつけるのが難しいこ
とが社会問題になっているという（阿部・華2016）。そのため、子どもを持っている両親が
経済的に余裕のある時期に、子どものために住宅を購入した事例も多い（ID23、24、26、
27等）。ID28は40代の銀行員であるが、市の周辺部にある建平県という地域で働いている
息子が１人いる。将来、この息子が結婚するときのために、今のうちに管理サービスがしっ
かりした新しい住宅を購入したという。このような住宅の購入動機は、子ども世帯が将来、
朝暘市内に居住することが前提になっているが、仮に子どもが将来、他の地域に定住する
場合は、購入した住宅を売却するという意向を持つ人も多い。上述した ID28は、息子が将
来戻ってこなかった場合は「購入した新しい住宅を売って、そのお金を子どもに渡すつも
りだ」と答えている。また ID26も、省都である瀋陽市の大学に在学中の息子がいるため、
将来、子供が結婚するときのために、市内で最も人気のあるエリアに集合住宅を購入して
いる。インタビュー調査の際には、仮に息子が将来、朝暘市に帰って来なかった場合は「私
たち夫婦が今住んでいる集合住宅を売って、子どものために買った集合住宅に引っ越そう
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と思う。子どものために買った集合住宅の方が交通も便利だし、部屋からの景色も良く最
高の位置にあるので」と回答している。

このように、将来必要になる可能性がある住宅を経済的に余裕があるうちに取得してお
きたいという点を購入動機として挙げた人は多いが、上記の ID26や28のように子ども世代
では他地域に転出していく人もいるため、同市では将来的には購入された住宅の空室問題
が深刻化していく可能性もあるといえる。

また、子どもが通学する際の利便性を考え、学校の付近に住宅を購入するケースもみら
れる（ID7）。北京、上海等の国家的大都市では戸籍の取得や子どもの学校への入学等、地
域での住民サービスを受けるために自身が所有する住宅への居住が必要になる場合がある。
特に教育資源へのアクセスの必要性が不動産購入の意志決定に影響を与えるとされており

（鄒・郝・董2011）、自身が保有する住宅に居住していなければ、居住地の戸籍を持ってい
る場合でも小学校への入学が認められない場合もある。このように大都市では、子女の教
育機会を確保するために、住宅の保有が必要とされているのに対して、朝陽市の場合は住
宅を保有していなくても戸籍の取得や小学校への入学は可能である。そのため、自分の子
女の教育のために住宅を購入する場合も、通学の利便性を高めることのみがメリットになっ
ており、大都市の人々とは住宅購入の目的はやや異なっているといえよう。

購入理由として、住み替えのためと回答した人も18人（31.6％）みられた（表４）。これ
らの人々の場合は、以前住んでいた住宅が手狭であることや集合住宅では重視される管理
サービスも悪いことが、新しい住宅を購入する大きな理由の一つになっている。このよう
な理由により住宅を購入した人にみられる特徴として、新しい住宅を購入した後も、以前
から所有している住宅を売却せずに、そのまま放置している場合が多いことが挙げられる。
その原因の一つとして、同市では中古住宅の流通市場が整備されていないため、満足でき
る価格で売却できない点が挙げられている。そのような例にあてはまる人として ID30がい
るが、同氏は「今はお金がそれほど必要ではないので理想的な価格で買ってくれる人が出
るまで、もう少し待とうと思う。もしかしたら将来、不動産の価格が上がるかもしれない」
と述べている。前述したように朝暘市の住宅価格は2010年以降、顕著に上昇しているもの
の、上昇した価格は主に新築住宅の価格であり、建築時期が古い中古住宅を同じ相場で売
却できるわけではない。中古住宅の流通市場の未整備と転売する際の価格の低さが、住民
に複数の住宅を保有させる要因の１つになっている可能性が指摘できる。

以上のように、実需の側面から見ると、朝陽市における住宅購入動機として、自身が居
住するための購入に加えて、将来、子どもが居住するため、子供が通学する際の利便性の
ため、といった理由で住宅を購入している事例が多くみられる。これらの子どもの居住用
の住宅の場合は、現時点では空室になっている場合も多い。その一方で、自身の住み替え
のために新しい住宅を購入したものの、希望する価格で売却できないため不要になった古
い住宅を保有し続けているケースもみられた。上述したように、住宅購入者は実需に基づ
いた購入の場合でも、値上がり益による利益の獲得も期待していると考えられるが、この
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ような中古住宅市場の未整備という点を考えれば、値上がり益による利益の追求という目
的を果たすのは難しい場合もあると考えられる。また、子どものために住宅を購入したと
いう人の場合、将来、子どもが朝暘市に居住しない場合は、実質的に居住する人がいなく
なる可能性もあり、保有者が不要になった住宅を満足できる価格で売却することができな
ければ、空室になる住宅が増加していくことが懸念される。

２．投資型の住宅購入
調査対象者の28人（49.1％）が「投資目的」として複数の住宅を保有していると答えて

いる（表４）。その一方で、調査対象者らが保有している主に居住しているものを除いた78
軒の住宅の現在の用途をみると、現在は放置されているものが52.6％にあたる41軒（回答
者数では57.9％にあたる33人）、調査対象自身者が何らかの形で使用しているものが5.1％に
あたる４軒（同7.0％にあたる４人）、賃貸用住宅として他人に貸しているものが41.0％にあ
たる32軒（同45.6％にあたる26人）となっている（表３）。

全体としてみると現在は放置されている住宅が多いが、投資目的で住宅を購入したとし
た28人に限ると、自身が居住する住宅以外の住宅を「賃貸」して家賃収入を得ている人が
21人（75.0％）、「放置」している人が６人（21.4％）、自己居住以外の２軒の住宅を保有し
ている人で１軒を賃貸に出しもう１軒は放置している人が１人（3.6％） 7）である。

前節で挙げたように、投資目的で住宅を購入する場合には、１）家賃収入による運用益
の獲得、と２）値上がり益の獲得という２つの利益獲得の手段があるが、最初から投資目
的で住宅を購入した人の場合は、物件を賃貸に出すことで運用益を得ている人が多い。

ただし、空いている住宅を賃貸に出す際には、借り手の選定が難しい点を挙げた人もい
る。朝陽市では、近年、周辺の農村部から移動してきた住民が多く居住するようになって
いる。しかしながら、朝陽市では住宅の賃貸契約を結ぶ際に、使用時のルールや退去時の
現状回復義務についてのルールを明確に定められない場合も多い。そのため、他人に貸し
たら物件が傷み、住宅の価値が下がることもあるという（ID27、29、30等）。

例えば、ID29は住替えのために２軒目の集合住宅を購入したが、現在、本人が居住して
いない方の集合住宅は放置されている。その主な理由として、質の悪い借り手も多いので、
借り手の選定を誤ると、劣化によって集合住宅の価値が大きく下がるからだという。また、
もし借り手が近所の人に迷惑を掛けたら、自分の評価にも関わると考えている。このよう
な事情があるため、空室のまま放置することになったとしても賃貸に出すことにはこだわ
らないのだという。

また、ID7も投資のために３軒の住宅を購入しており、そのうち２軒は学校の近くにあ
るので、賃貸に出す場合には入居者をみつけやすい有利な物件だという。しかし、現状で

7） ３軒以上の住宅を保有している人の場合は、自己居住用の住宅以外のすべての物件を放置している人を「放置」
にカウントした。投資目的以外に複数の購入理由を挙げた人で1軒以上を賃貸に出している場合には、「賃貸」に
カウントした。
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はいずれも賃貸に出しておらず放置している。同氏の場合は、将来、子どもが学校に進学
する際は、そこに転居する予定もあるので、賃貸に出すことにはこだわっていないという。
同氏は「今中国はインフレが激しいので、お金を貯めるより、不動産を購入するほうが賢
いと思う。自分がまだ働けるうちに、不動産を購入して、死後それを資産として子どもに
残したい」としている。同氏の場合は、投資のためといっても必ずしも賃貸により家賃収
入を得ることは目的としておらず、実際には居住することも視野に入れながら、資産とし
て保持するための購入であるといえる。

そのため、保有する住宅を賃貸に出す場合も、新しく購入した住宅には自身や家族が居
住し、以前から所有していた古い住宅を賃貸に出すことが一般的になっており（ID2、29、
50）、調査対象者の中では、新しく購入した２軒目以降の住宅を賃貸に出している人は確認
できなかった。以上の事例をみる限り、投資目的で購入したと回答した人であっても、実
際には、自身や家族の生活の質を高めるために使用しているという側面もあり、住み替え
に近い購入である場合もあるといえる。

前述した ID7の場合は、朝陽市の今後の不動産価格について「上がる」 8）と予想している
が、全体としてみると調査対象者のうち約７割の人が、今後、朝暘市の不動産価格は下落
することを予想している。具体的には今後住宅価格が「上がる」と考える人は15人（26.3％）、

「変わらない」と考える人が２人（3.5％）、「下がる」と考える人は40人（70.2％）にも上っ
ている。特に「投資目的」で住宅を購入したと回答した28人の中でさえも18人が今後は住
宅価格が下がると予想している点は特徴的である。その一方で、今後住宅価格が下がると
予想している人が多いにもかかわらず、今すぐに住宅を売却することを考えている人は確
認できず、調査対象者の住宅購入に対する意識としては、必ずしも短期的な売却益を期待
するためのものではない点が推測できる。

調査対象者では、当面は２軒目以上の住宅の保有を続け、将来住宅市場が好転したり、
子どもが他の地域に移動したりすれば売却することを検討するという人が多い。例えば
ID31の場合は、自己居住用に加えて２軒の集合住宅を保有しており、そのうち１軒は賃貸
中であるが、もう１軒は放置中だという。同氏は「今後は不動産価格が下がるという予測
があるが、なぜ集合住宅を購入したのか」という質問に対して「近頃は、銀行にお金を預
けても金利はあまり高くない。また、株式は価格が毎日大きく変動するので、素人が手を
出すのはリスクが高すぎると思う。そのため、私にとって一番安全な資産の運用方法は住
宅を買うことだと思った。今後、朝陽市の住宅価格は下がるかもしれないが、それほど激
しくは下がらないと思う。なぜなら、市政府は不動産産業から多くの収入を得ているので、
必ず不動産価格を支えるはずだからだ」と述べている。

8） 同氏はその理由として「朝陽市は小さい都市だから、バブルが崩壊することなんか絶対起こらないと思う。なぜ
なら、不動産産業からの収入は政府にとって最も重要な財源になっているので、バブル崩壊があっても、政府が
きっと全力で助ける。また、周辺の農村部から朝陽市に働きに来る人も増えると思うので住宅を買う人も増える
と思う」と述べている。
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物価上昇率が高い中国では、銀行に預金しても、保有する資産が実質的に目減りしてし
まう可能性がある。そのため、資金の投資先として他に代わる選択肢がないことや、住宅
は預金のような金融資産と異なり保有や使用することで生活への質や利便性を高めること
もできることが複数の住宅を保有する動機となっていると考えられる。

このように他に有力な投資先が乏しいという点に加えて、朝陽市のような中小規模都市
においては住宅価格自体の低さや購入のしやすさも住宅購入動機の１つになっているため
と考えられる。前述したように朝暘市では2010年以降に住宅価格は上昇したものの、被雇
用者の平均年収に対する倍率は8.3倍となっている。深圳や北京、上海といった「超大都市」
が40倍を超えていることや東北地方以外の沿海部にある省都や直轄市が15.1～26.8倍である
ことに比べると、年収に対する住宅価格の倍率は低い（表１）。日本の住宅価格と比較する
と、一般に日本の首都圏（１都３県）における被雇用者の年収に対する集合住宅の価格の
倍率は、7.2倍（2017年時点）とされている（国土交通省2018） 9）。朝暘市の水準は、日本よ
りやや高い程度だともいえるが、中国では女性の社会進出が進んでおり、夫婦共働き世帯
が多いことや住宅購入の際には親世帯からの支援も望めることを考えれば、世帯収入に対
する倍率は日本等に比べると低く、頭金の支払いのための資金も確保しやすい可能性があ
る。つまり、中国国内の大都市に比べると相対的な住宅価格が低いため、住宅を購入する
ことへの負担感は比較的少ないとみられる。また、既に２軒以上の住宅を保有しているに
もかかわらず、今後も新たに住宅を購入する予定があると回答した人は57人のうち19人

（33.3％）にも上っており、自身の生活の質の向上やリスクの少ない資産の運用先として、
依然として住宅購入に関する需要は存在しているといえる。

Ⅳ　おわりに

以上、本稿では、中国の中規模都市の１つである朝陽市を事例として、住民の住宅購入
動機と利用状況を検討することで、当該都市の住宅開発の需要面での実状を検討してきた。
調査結果によると、住み替えにより自身が居住するための購入に加えて、将来、子どもが
居住するため、子供が通学する際の利便性のため、といった理由で住宅を購入している事
例が多くみられた。すなわち、自身や家族の生活の質や利便性の向上を図るため、住宅を
購入したという側面が強い。

住宅購入を投資という側面から見ると、中国では住宅購入は購入者にとって最もリスク
の少ない投資先であるという点が指摘できる。中国においては、2000年代以降、実際の使
用価値の上昇を上回るペースでの不動産価格の急騰がみられ、「不動産バブル」が指摘され
てきた。とりわけ2008年以降は「不動産バブルの崩壊」の可能性がたびたび指摘されてお

9） 日本側のデータでは購入される集合住宅の面積の平均は70㎡程度であり、中国側の100㎡に比べて小さくなって
いる。ただし、中国側の面積は共有スペースの持ち分を含めた面積であること、中国で住宅を購入する場合には
土地の所有権を保有することができない点を考慮すれば、両者の住宅の使用価値はほぼ同程度だと判断できる。
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り、朝陽市では調査時点では、住宅価格はやや下落傾向にあった。しかしながら、朝陽市
の一般的な市民にとっては自身の資金の投資先として他に代わる選択肢がないことや、一
般的な被雇用者の年収の割には住宅価格が低いことも複数の住宅を保有する動機となって
いるといえる。そのため、短期的な値上がり益を目指すために投機的な購入を行っている
人は少ないともいえる。

その一方で、子どもの独立後のための住宅購入等は、住宅に対する将来の需要を先取り
しているという側面もある。しかしながら一部の調査対象者自身も語っているように、調
査対象者の子ども世代では、実際には大都市をはじめとする他の地域に移動して就業・就
学している人もみられる。中国全体の動向としても、今後も朝陽市を含む中小規模都市か
ら大都市への人口移動は続くとみられているため（小島2019）、このような動機により住宅
を購入したケースでは、将来的には実質的に居住する人がいなくなる可能性もある。その
ため、今後、住宅開発と供給量が急速に拡大していけば、需要に対するミスマッチが生じ
ることが懸念される 10）。加えて、朝陽市においては、中古住宅の売買・流通を仲介する制
度や市場が整備されていないため、住み替えのために新しい住宅を購入した人が古い住宅
を売却することを希望したとしても、必ずしも期待するほどの利益を得られない可能性も
あり、古い住宅が放置されているという見方もできよう。

そのため、今後の研究課題として、住民が複数の住宅を購入することで放置されている
中古住宅の管理・流通が、今後どうなっていくか等の点について検討していく必要がある
と考えている 11）。また、筆者らが専攻する人文地理学分野で重視すべき課題として、住宅
開発の進展にともなう都市の内部構造の変化についても検討していく必要がある。とりわ
け、本稿の議論との関連の深い研究課題として、都市発展の結果として生じる人口の郊外
化やインナーシティの老朽化に関する議論も行っていくことが重要である。中国の都市に
おいても、米国や日本の事例と同様に、このような人口の郊外化やインナーシティの老朽
化といった現象は起こっているが、米国の事例とは異なる点もあるとされている。例えば、
周と李（2012）や于（2014）は、中国においても、近年、米国でみられるような人口や工
場の郊外への流出とインナーシティの衰退・老朽化といった「反都市化」と呼ばれる現象
がみられるが、このような反都市化が急速に進んだ要因として、地方政府の住宅供給政策
等の影響が大きい点を指摘している。そのため、本稿で論じたような都市住民の住宅購入
意欲の高さと中古住宅市場の未整備という状況が、郊外地域の開発やインナーシティ問題
の発生とどのように関わっているのかという点も検討していきたいと考えている。

10） 報道によれば実際に「2016年の朝陽市の住宅販売戸数は9,400軒余りとなり前年比3,300軒の減少」したことが報
じられている（朝暘愛房網2017）。

11） 日本においても、地方都市の住宅地における高齢化や人口減少にともなう空き家問題の発生について研究した由
井ほか（2014）等、多くの研究がみられ、これらの研究との関連性も検討していく必要がある。
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